
○介護保険事業特別会計

（介護保険事業費補助）
・ 物 件 費

手数料
（第１号被保険者督促手
数料）

・ 人 件 費 （会計年度任用職員４人） 国庫支出金

保険料賦課徴収費 前年度比 増

徴 収 費 前年度比 増

・ 負 担 金 （静岡県国民健康保険団体連合会）

連合会負担金 前年度比 減

・ 委 託 料 （負担限度額更新申請等事務補助）

・ 負 担 金 （職員用端末機使用ほか）

・ 物 件 費 （旅費198、需用費2,119、役務費20,766、使用料及び賃借料416）

（労働保険料納付金）
・ 人 件 費 （正規職員21人、会計年度任用職員３人）

総務管理費

前年度比 増

増

一般管理費 諸収入

そ の 他
増 減

前年度との比較

特 定 財 源 の 内 訳一 般 財 源

総 務 費

国（県）支出金 地 方 債

（単位　千円）

本 年 度 の 財 源 内 訳

（旅費413、需用費2,989、役務費3,041、使用料及び賃借料22,596）

・ 委 託 料

費 目 本年度予算額 特 定 財 源

前年度比

諸収入
（労働保険料納付金65、
デジタル基盤改革支援
助成金2,269）

・ 負 担 金 （ガバメントクラウド利用料）

（介護保険システム改修ほか）

○土地取得事業特別会計

財産収入
（土地貸付収入6,181、
土地売払収入86,599）

沼津駅周辺総合整備基金繰出
金

前年度比 増

前年度比 増土地開発基金繰出金 財産収入
（土地売払収入）

前年度比
（土地貸付収入194、利
子及び配当金130）

財産収入減土地開発基金積立金

前年度比 増

基金積立金

基金繰出金

減前年度比

諸 支 出 金

費 目 本年度予算額
前年度との比較

増 減 特 定 財 源 の 内 訳

（単位　千円）

一 般 財 源
国（県）支出金 地 方 債 そ の 他

特 定 財 源

本 年 度 の 財 源 内 訳

前年度比 増

前年度比 増 財産収入
（土地貸付収入）

窓 口 収 納
手 数 料

窓口収納手数料
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負担金

増

（需用費）

（要介護認定調査）

諸収入

趣旨普及費 前年度比

趣旨普及費 前年度比

（認定審査会負担金）

増

・ 委 託 料

・ 物 件 費 （旅費1,077、需用費1,868、役務費48,551、使用料及び賃借料25）

・ 物 件 費

介護認定審査会費 前年度比

（旅費22、需用費2,112、役務費5,534、使用料及び賃借料5,439、

増

・ 人 件 費

費 目
歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳

総 務 費

介 護 認 定
審 査 会 費

前年度比 増

（単位　千円）

（デジタル基盤改革支援
助成金）

備品購入費74）

・ 報 償 費 （認定審査会委員就任前研修謝礼）

・ 物 件 費

介護認定調査等費 前年度比 増

・ 人 件 費 （会計年度任用職員13人）

（認定審査会委員100人ほか）

諸収入
（労働保険料納付金
238、その他雑入1）

― 114 ―



（介護給付費交付金）

（介護給付費負担金
594,887、調整交付金

・ 要介護者が地域密着型サービスを 131,172）
利用した場合の給付費 支払基金交付金

（介護給付費負担金）

地域密着型介護サービス給付
費

前年度比 減 国庫支出金

費 （介護給付費交付金）
県支出金

（介護給付費負担金20、
調整交付金4）・ 要介護者が介護認定申請前に居宅

サービスを利用した場合等の給付 支払基金交付金

特例居宅介護サービス給付費 前年度同額 国庫支出金

繰入金
（介護給付費準備基金
繰入金）

（介護給付費交付金）
県支出金
（介護給付費負担金）

（介護給付費負担金
1,282,685、調整交付金・ 要介護者が居宅サービスを利用し

た場合の給付費 294,247）
支払基金交付金

保 険 給 付 費

居宅介護サービス給付費 前年度比

介護サービス
等 諸 費

前年度比

費 目 本 年 度 予 算 額 特 定 財 源
増 減 一 般 財 源

国 （ 県 ） 支 出 金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 の 財 源 内 訳
前年度との比較

減

△ 112,132

（単位　千円）

特 定 財 源 の 内 訳

減 国庫支出金

負担金

増

（需用費）

（要介護認定調査）

諸収入

趣旨普及費 前年度比

趣旨普及費 前年度比

（認定審査会負担金）

増

・ 委 託 料

・ 物 件 費 （旅費1,077、需用費1,868、役務費48,551、使用料及び賃借料25）

・ 物 件 費

介護認定審査会費 前年度比

（旅費22、需用費2,112、役務費5,534、使用料及び賃借料5,439、

増

・ 人 件 費

費 目
歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳

総 務 費

介 護 認 定
審 査 会 費

前年度比 増

（単位　千円）

（デジタル基盤改革支援
助成金）

備品購入費74）

・ 報 償 費 （認定審査会委員就任前研修謝礼）

・ 物 件 費

介護認定調査等費 前年度比 増

・ 人 件 費 （会計年度任用職員13人）

（認定審査会委員100人ほか）

諸収入
（労働保険料納付金
238、その他雑入1）

― 115 ―



（介護給付費交付金）
県支出金

（介護給付費負担金
・ 要介護者が特定福祉用具を購入し 2,615、調整交付金577）
た場合の給付費 支払基金交付金

居宅介護福祉用具購入費 前年度比 減 国庫支出金

サービスを利用した場合等の給付 （介護給付費交付金）
費 県支出金

（介護給付費負担金）

国庫支出金
（介護給付費負担金）

・ 要介護者が介護認定申請前に施設 支払基金交付金

特例施設介護サービス給付費 前年度同額

支払基金交付金

（介護給付費交付金）
県支出金
（介護給付費負担金）

（介護給付費負担金
717,078、調整交付金・ 要介護者が施設サービスを利用し

た場合の給付費 210,821）

の給付費 （介護給付費負担金）

施設介護サービス給付費 前年度比 増 国庫支出金

支払基金交付金
・ 要介護者が介護認定申請前に地域 （介護給付費交付金）
密着型サービスを利用した場合等 県支出金

（介護給付費負担金）

特例地域密着型介護サービス
給付費

前年度同額 国庫支出金
（介護給付費負担金）

歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳
保 険 給 付 費

県支出金

（単位　千円）

費 目

― 116 ―



増 国庫支出金
（介護給付費負担金

ビ ス 等諸費

介護予防サービス給付費 前年度比

費 （介護給付費負担金）

介護予防サー 前年度比 増

支払基金交付金
・ 要介護者が基準該当居宅介護支援 （介護給付費交付金）
サービスを利用した場合等の給付 県支出金

（介護給付費負担金）

特例居宅介護サービス計画給
付費

前年度同額 国庫支出金
（介護給付費負担金）

合の給付費 支払基金交付金

（介護給付費交付金）
県支出金

国庫支出金
（介護給付費負担金
142,897、調整交付金・ 要介護者がケアプラン作成等の居

宅介護支援サービスを利用した場 31,509）

居宅介護サービス計画給付費 前年度比 減

支払基金交付金
（介護給付費交付金）
県支出金
（介護給付費負担金）

国庫支出金
（介護給付費負担金
6,451、調整交付金・ 要介護者が住宅改修をした場合の

給付費 1,422）

居宅介護住宅改修費 前年度比 減

歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳
保 険 給 付 費

（介護給付費負担金）

（単位　千円）

費 目

（介護給付費交付金）
県支出金

（介護給付費負担金
・ 要介護者が特定福祉用具を購入し 2,615、調整交付金577）
た場合の給付費 支払基金交付金

居宅介護福祉用具購入費 前年度比 減 国庫支出金

サービスを利用した場合等の給付 （介護給付費交付金）
費 県支出金

（介護給付費負担金）

国庫支出金
（介護給付費負担金）

・ 要介護者が介護認定申請前に施設 支払基金交付金

特例施設介護サービス給付費 前年度同額

支払基金交付金

（介護給付費交付金）
県支出金
（介護給付費負担金）

（介護給付費負担金
717,078、調整交付金・ 要介護者が施設サービスを利用し

た場合の給付費 210,821）

の給付費 （介護給付費負担金）

施設介護サービス給付費 前年度比 増 国庫支出金

支払基金交付金
・ 要介護者が介護認定申請前に地域 （介護給付費交付金）
密着型サービスを利用した場合等 県支出金

（介護給付費負担金）

特例地域密着型介護サービス
給付費

前年度同額 国庫支出金
（介護給付費負担金）

歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳
保 険 給 付 費

県支出金

（単位　千円）

費 目
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（介護給付費負担金
介護予防福祉用具購入費 前年度比 増

密着型介護予防サービスを利用し 県支出金
た場合等の給付費 （介護給付費負担金）

国庫支出金

（介護給付費負担金）
支払基金交付金

・ 要支援者が介護認定申請前に地域 （介護給付費交付金）

（介護給付費負担金）

特例地域密着型介護予防サー
ビス給付費

前年度同額 国庫支出金

ービスを利用した場合の給付費 支払基金交付金
（介護給付費交付金）
県支出金

国庫支出金
（介護給付費負担金
3,625、調整交付金

・ 要支援者が地域密着型介護予防サ 799）

地域密着型介護予防サービス
給付費

前年度比 減

等の給付費 県支出金
（介護給付費負担金）

（介護給付費負担金）
・ 要支援者が介護認定申請前に介護 支払基金交付金
予防居宅サービスを利用した場合 （介護給付費交付金）

（介護給付費負担金）

特例介護予防サービス給付費 前年度同額 国庫支出金

支払基金交付金

（介護給付費交付金）
県支出金

費 目
歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳

保 険 給 付 費

・ 要支援者が介護予防居宅サービス

　

109,075、調整交付金
24,948）を利用した場合の給付費

（単位　千円）
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サービス等費
高 額 介 護 前年度比 減

費 （介護給付費負担金）

・ 要支援者が基準該当介護予防支援 （介護給付費交付金）
サービスを利用した場合等の給付 県支出金

国庫支出金
（介護給付費負担金）
支払基金交付金

特例介護予防サービス計画給
付費

前年度同額

（介護給付費負担金）

・ 要支援者がケアプラン作成等の介
護予防支援サービスを利用した場 4,399）
合の給付費 支払基金交付金

国庫支出金
（介護給付費負担金
19,952、調整交付金

（介護給付費交付金）
県支出金

介護予防サービス計画給付費 前年度比 増

（介護給付費負担金）

（介護給付費交付金）
県支出金

・ 要支援者が住宅改修をした場合の
給付費 1,411）

支払基金交付金

減 国庫支出金
（介護給付費負担金
6,400、調整交付金

介護予防住宅改修費 前年度比

（介護給付費交付金）
県支出金

保 険 給 付 費

・ 要支援者が特定介護予防福祉用具 1,842、調整交付金406）
を購入した場合の給付費 支払基金交付金

（介護給付費負担金）

（単位　千円）

費 目
歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳

（介護給付費負担金
介護予防福祉用具購入費 前年度比 増

密着型介護予防サービスを利用し 県支出金
た場合等の給付費 （介護給付費負担金）

国庫支出金

（介護給付費負担金）
支払基金交付金

・ 要支援者が介護認定申請前に地域 （介護給付費交付金）

（介護給付費負担金）

特例地域密着型介護予防サー
ビス給付費

前年度同額 国庫支出金

ービスを利用した場合の給付費 支払基金交付金
（介護給付費交付金）
県支出金

国庫支出金
（介護給付費負担金
3,625、調整交付金

・ 要支援者が地域密着型介護予防サ 799）

地域密着型介護予防サービス
給付費

前年度比 減

等の給付費 県支出金
（介護給付費負担金）

（介護給付費負担金）
・ 要支援者が介護認定申請前に介護 支払基金交付金
予防居宅サービスを利用した場合 （介護給付費交付金）

（介護給付費負担金）

特例介護予防サービス給付費 前年度同額 国庫支出金

支払基金交付金

（介護給付費交付金）
県支出金

費 目
歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳

保 険 給 付 費

・ 要支援者が介護予防居宅サービス

　

109,075、調整交付金
24,948）を利用した場合の給付費

（単位　千円）
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護保険の自己負担額の合計額が負 （介護給付費交付金）

国庫支出金
（介護給付費負担金69、
調整交付金15）

・ 要支援者が利用した医療保険と介 支払基金交付金

県支出金
（介護給付費負担金）

高額医療合算介護予防サービ
ス費

前年度比 減

護保険の自己負担額の合計額が負 2,186）
担上限額を超えた場合の給付費 支払基金交付金

（介護給付費交付金）

（介護給付費負担金
9,915、調整交付金・ 要介護者が利用した医療保険と介

高額医療合算介護サービス費 前年度比 減 国庫支出金

高額医療合
算介護サー
ビ ス 等 費

前年度比 減

額を超えた場合の給付費 （介護給付費交付金）
県支出金
（介護給付費負担金）

減 国庫支出金
（介護給付費負担金50、
調整交付金11）・ 要支援者が介護予防サービスを利

用した際の自己負担額が負担上限 支払基金交付金

県支出金
（介護給付費負担金）

高額介護予防サービス費 前年度比

・ 要介護者が介護サービスを利用し
た際の自己負担額が負担上限額を 15,855）
超えた場合の給付費 支払基金交付金

前年度比 減 国庫支出金
（介護給付費負担金
71,903、調整交付金

（介護給付費交付金）

保 険 給 付 費

高額介護サービス費

（単位　千円）

費 目
歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳
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費の負担限度額と基準費用額との 県支出金
差額に係る給付費 （介護給付費負担金）

・ 要支援者が介護予防短期入所サー 支払基金交付金
ビスを利用した場合の食費・滞在 （介護給付費交付金）

減 国庫支出金
（介護給付費負担金48、
調整交付金11）

と基準費用額との差額に係る給付
費

特定入所者介護予防サービス
費

前年度比

前に施設サービス等を利用した場 県支出金
合の食費・居住費等の負担限度額 （介護給付費負担金）

（介護給付費負担金）
支払基金交付金

・ 要介護特定入所者が介護認定申請 （介護給付費交付金）

県支出金
（介護給付費負担金）

特例特定入所者介護サービス
費

前年度同額 国庫支出金

等を利用した場合の食費・居住費 11,783）
等の負担限度額と基準費用額との 支払基金交付金
差額に係る給付費 （介護給付費交付金）

減 国庫支出金
（介護給付費負担金
41,709、調整交付金・ 要介護特定入所者が施設サービス

特定入所者介護サービス費 前年度比

特定入所者
介護サービ
ス 等 費

前年度比 減

保 険 給 付 費

担上限額を超えた場合の給付費 県支出金
（介護給付費負担金）

（単位　千円）

費 目
歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳

護保険の自己負担額の合計額が負 （介護給付費交付金）

国庫支出金
（介護給付費負担金69、
調整交付金15）

・ 要支援者が利用した医療保険と介 支払基金交付金

県支出金
（介護給付費負担金）

高額医療合算介護予防サービ
ス費

前年度比 減

護保険の自己負担額の合計額が負 2,186）
担上限額を超えた場合の給付費 支払基金交付金

（介護給付費交付金）

（介護給付費負担金
9,915、調整交付金・ 要介護者が利用した医療保険と介

高額医療合算介護サービス費 前年度比 減 国庫支出金

高額医療合
算介護サー
ビ ス 等 費

前年度比 減

額を超えた場合の給付費 （介護給付費交付金）
県支出金
（介護給付費負担金）

減 国庫支出金
（介護給付費負担金50、
調整交付金11）・ 要支援者が介護予防サービスを利

用した際の自己負担額が負担上限 支払基金交付金

県支出金
（介護給付費負担金）

高額介護予防サービス費 前年度比

・ 要介護者が介護サービスを利用し
た際の自己負担額が負担上限額を 15,855）
超えた場合の給付費 支払基金交付金

前年度比 減 国庫支出金
（介護給付費負担金
71,903、調整交付金

（介護給付費交付金）

保 険 給 付 費

高額介護サービス費

（単位　千円）

費 目
歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳
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・ 住宅改修特別給付費

・ 紙おむつ等介護用品支給サー

ス費

・ 生活援助見守り型訪問介護サ
ービス費

（保険者機能強化推進
・ 生活援助見守り型配食サービ 交付金）

市特別給付費 前年度比 増 国庫支出金

（介護給付費負担金）

市特別給付費 前年度比 増

支払う審査支払手数料 支払基金交付金
（介護給付費交付金）
県支出金

減 国庫支出金
（介護給付費負担金
2,553、調整交付金563）・ 静岡県国民健康保険団体連合会に

減

審査支払手数料 前年度比

費

その他諸費 前年度比

予防短期入所サービスを利用した 県支出金
場合の食費・滞在費の負担限度額 （介護給付費負担金）
と基準費用額との差額に係る給付

支払基金交付金
・ 要支援者が介護認定申請前に介護 （介護給付費交付金）

特例特定入所者介護予防サー
ビス費

前年度同額 国庫支出金
（介護給付費負担金）

（単位　千円）

費 目
歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳

保 険 給 付 費

ビス費
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・ 社会保障充実分事業費

症サポーター活動促進・地域づくり推進事業、地域ケア会議推進
事業）

（在宅医療・介護連携推進事業、生活支援体制整備事業、認知症
初期集中支援推進事業、認知症地域支援・ケア向上事業、認知

（包括任意交付金）
・ 地域包括支援センター運営協

議会事務費
（協議会運営） 諸収入

（労働保険料納付金）

・ 地域包括支援センター事業費 （11か所） 県支出金

国庫支出金
（包括任意交付金）

包括的支援事業費 前年度比

事 業 ・ 任 意
事 業 費

増

諸収入
（労働保険料納付金）

包 括 的 支 援 前年度比 減

県支出金
・ （介護予防生活支援交

付金）

援交付金23,565）

・ （フレイル対策事業、認知症予防教室、高齢者向け体操教室ほ
か） （地域支援交付金）

支払基金交付金

国庫支出金
（調整交付金26,668、介
護予防生活支援交付金

・ 介護予防・生活支援サービス （第１号訪問事業、第１号通所事業ほか） 120,946、保険者努力支

常 生 活 支 援
総 合 事 業 費

介護予防・日常生活支援総合
事業費

前年度比

介護予防・日 前年度比 増

地 域 支 援
事 業 費 △ 18,717

費 目 本 年 度 予 算 額 特 定 財 源
増 減 一 般 財 源

特 定 財 源 の 内 訳
国 （ 県 ） 支 出 金 地 方 債 そ の 他

（単位　千円）

本 年 度 の 財 源 内 訳
前年度との比較

事業費

一般介護予防事業費

その他諸費 （審査支払手数料）

増

・ 住宅改修特別給付費

・ 紙おむつ等介護用品支給サー

ス費

・ 生活援助見守り型訪問介護サ
ービス費

（保険者機能強化推進
・ 生活援助見守り型配食サービ 交付金）

市特別給付費 前年度比 増 国庫支出金

（介護給付費負担金）

市特別給付費 前年度比 増

支払う審査支払手数料 支払基金交付金
（介護給付費交付金）
県支出金

減 国庫支出金
（介護給付費負担金
2,553、調整交付金563）・ 静岡県国民健康保険団体連合会に

減

審査支払手数料 前年度比

費

その他諸費 前年度比

予防短期入所サービスを利用した 県支出金
場合の食費・滞在費の負担限度額 （介護給付費負担金）
と基準費用額との差額に係る給付

支払基金交付金
・ 要支援者が介護認定申請前に介護 （介護給付費交付金）

特例特定入所者介護予防サー
ビス費

前年度同額 国庫支出金
（介護給付費負担金）

（単位　千円）

費 目
歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳

保 険 給 付 費

ビス費
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・ 市単独地域支援事業費 （重度要介護者通院支援、高齢者一時保護、軽度・中等度難聴

市単独地域支援事業費 前年度比 増

（地域支援事業利用者
負担金）・ （配食サービス、介護相談員派遣、成年後見制度利用支援ほか）

市単独地域
支援事業費

前年度比 増

（包括任意交付金）
・ 介護給付等費用適正化事業費 （ケアプラン点検ほか） 諸収入

（包括任意交付金）
・ 家族介護支援事業費 （認知症高齢者見守り事業、家族介護者慰労金支給事業） 県支出金

任意事業費 減 国庫支出金前年度比

費 目

歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳
地 域 支 援
事 業 費

（単位　千円）

地域自立生活支援等事業費

高齢者補聴器購入費助成3,000ほか）
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め県が設置する基金への拠出金

財政安定化基金拠出金 前年度同額

・ 市町の保険財政の安定化を図るた

財政安定化
基金拠出金

前年度同額

特 定 財 源 の 内 訳
国（県）支出金 地 方 債 そ の 他

財 政 安 定 化
基 金 拠 出 金

前年度との比較
費 目 本年度予算額 特 定 財 源

増 減 一 般 財 源

（単位　千円）

本 年 度 の 財 源 内 訳

・ 市単独地域支援事業費 （重度要介護者通院支援、高齢者一時保護、軽度・中等度難聴

市単独地域支援事業費 前年度比 増

（地域支援事業利用者
負担金）・ （配食サービス、介護相談員派遣、成年後見制度利用支援ほか）

市単独地域
支援事業費

前年度比 増

（包括任意交付金）
・ 介護給付等費用適正化事業費 （ケアプラン点検ほか） 諸収入

（包括任意交付金）
・ 家族介護支援事業費 （認知症高齢者見守り事業、家族介護者慰労金支給事業） 県支出金

任意事業費 減 国庫支出金前年度比

費 目

歳 出 の 内 訳 特 定 財 源 の 内 訳
地 域 支 援
事 業 費

（単位　千円）

地域自立生活支援等事業費

高齢者補聴器購入費助成3,000ほか）
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益の積立金ほか

増 財産収入
（利子及び配当金）

前年度比

・ 介護給付費準備基金から生ずる収

基 金 積 立 金

介護給付費準備基金積立金

基金積立金 前年度比 増

増 減 一 般 財 源 特 定 財 源 の 内 訳
国（県）支出金 地 方 債 そ の 他

（単位　千円）

本 年 度 の 財 源 内 訳
前年度との比較

費 目 本年度予算額 特 定 財 源
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一般会計繰出金 前年度同額

・ 保険料還付に係る加算金

一 般 会 計
繰 出 金

前年度同額

・ 国庫支出金等過年度分返還金

第１号被保険者還付加算金 前年度同額

増

・ 過年度分に係る保険料還付金

償還金 前年度同額

諸 支 出 金

第１号被保険者保険料還付金 前年度比

償還金及び
還付加算金

前年度比 増

増 減 一 般 財 源 特 定 財 源 の 内 訳
国（県）支出金 地 方 債 そ の 他

（単位　千円）

本 年 度 の 財 源 内 訳
前年度との比較

費 目 本年度予算額 特 定 財 源

益の積立金ほか

増 財産収入
（利子及び配当金）

前年度比

・ 介護給付費準備基金から生ずる収

基 金 積 立 金

介護給付費準備基金積立金

基金積立金 前年度比 増

増 減 一 般 財 源 特 定 財 源 の 内 訳
国（県）支出金 地 方 債 そ の 他

（単位　千円）

本 年 度 の 財 源 内 訳
前年度との比較

費 目 本年度予算額 特 定 財 源
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